
１．は じ め に

環境志向企業に対するアンケート「北海道環境企

業の経営特性に関する調査」を道内の153社に対し

て2008年８月～９月にかけて実施した。この調査の

目的は，環境志向企業がどのような地域資源，いわ

ゆる農林水産物の素材・副産物・廃棄物などの生産

資源，製品開発などで連携する研究機関・公設試験

場などの人的資源ネットワーク，政策融資や補助金

などの制度資源を活用し，経営成果（売上高や利益）

を上げているか及び今後の課題などを把握すること

であった。

その結果，生産資源については，環境調和型製品

製造業，環境関連装置製造業及びリサイクル業の３

業種全体で廃棄物の活用が最も多いものの，環境関

連装置製造業では技術や技法の活用が多い。生産面

での改善では，環境調和型製品製造業が新製品開発，

環境関連装置製造業が研究開発，リサイクル業が原

材料の安定確保や製品差別化に活用するなど，業種

の特性がでている。

人的資源ネットワークについては，環境ビジネス

分野での連携を図るため，環境調和型製品製造業と

リサイクル業は地域内を重視し，環境関連装置製造

業は地域内と地域外ともに重視している。しかも連

携の内容は，３業種とも研究開発と販路開拓を重視

している。連携のキッカケは３業種とも責任者同士

の業務上の面識や外部の組織からの仲介を重視して

いるのが特徴である。道内研究機関・公設試験場・

大学との連携では，リサイクル業を除く２業種が製

品開発上の相談・技術指導・共同研究を重視してい

る。

制度資源については，補助金受給経験は環境調和

型製品製造業と環境関連装置製造業の半数があるも

のの，融資制度は３業種とも６割が，活用していな

いという結果であった。

さらに，経営上の諸課題については，３業種とも

需要の低迷を最も重視しているほか，環境調和型製

品製造業が価格の低下，環境関連装置製造業が資金

の不足，リサイクル業が諸経費の上昇を重視してい

る。

これらの分析結果は環境志向企業の経営行動を業

種との関係で捉えたものではない，一般的な特性及

び課題にとどまるものである。ここでの分析では，

環境志向企業が地域資源をどのように活用し，その

ことが企業の業績にどう反映されているのか，その

特徴を検討し，それらを全体的なまとめとして提示

する。

２．分析の方法

アンケート調査から得られた有効回答153社中，

「過去３年間の売上高伸び率」及び「最近決算期にお

ける経常利益率」をそれぞれ成長性尺度，収益性尺

度として用い，両方に回答があった146社を集計・

分析の対象とした。

この146社を，これまでに行われた同種の研究の

分類基準を参考にしながら，次の４つのグループに

分類した（表１）。
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Ａグループ：売上高伸び率１％以上かつ経常利益

率２％以上

Ｂグループ：売上高伸び率は変わらないでかつ経

常利益率２％未満

Ｃグループ：売上高10％未満減少かつ経常利益

率マイナス

Ｄグループ：売上高10％以上減少でＡ・Ｂ・Ｃグ

ループ以外

つまり，Ａグループは成長性，収益性ともに高く，

Ｂグループは成長性が横ばいだが収益性がまずま

ず，Ｃグループは成長性，収益性ともに低く，Ｄグ

ループは成長性が低いという企業群である。今回の

調査では，Ａグループは45社，Ｂグループは35社，

Ｃグループは33社，Ｄグループは33社という分布

となった。

以下では，この４つの業績基準と設問毎の選択肢

で該当する経営行動要因との関連について集計・分

析を行った。

３．分析結果の概要

⑴ 経営基本事項と業績

１）環境ビジネスの主力分野と業種

環境ビジネスの主力分野と業績との関係について

は，環境調和型製品製造ではＡグループとＣグルー

プに，環境関連装置製造ではＢグループとＣグルー

プに，リサイクルではＡグループとＤグループに属

する企業がそれぞれ多い傾向があるが，全体的には

各グループでばらついている（表２）。つまり，どの

環境ビジネス分野にあるかが各企業の業績を決定づ

けるのではなく，経営の何かの要因が業績を決定づ

けていることが窺える。

業種と業績の関係では，各グループで製造業が多

くなっている他に，Ａグループ及びＢグループで廃

棄物処理が多く，またＣグループ及びＤグループで

は建設が多い傾向にある。環境ビジネス分野に事業

を拡大している建設業の苦戦している姿が示されて

いる（表３）。

２）資本金と業績

資本金は業績に関係なく各グループとも「1,000

万円以上5,000万円未満」が多くなっているが，業

績の良いＡグループとＢグループで「5,000万円以

上１億円未満」の割合が若干多い傾向が見られる（表

４）。

３）売上高と業績

売上高は各グループとも50億円未満とする企業

が多いが，各グループの50億円未満の企業数合計の

割合をみると，Ａグループ（86.6％），Ｂグループ

（82.8％），Ｃグループ（81.9％），Ｄグループ（69.9％）

となっており，業績が良いグループほど50億円以上

の企業が少なくなっていることが分かる。（表５）。
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表1 業績グループの分類

売上高推移
経常利益率

50％以上
増加

30％～50％
未満増加

10％～30％
未満増加

１％～10％
未満増加

０％(かわ
らない)

10％未満～
１％以上減少

30％未満～
10％以上減少

30％以上
減少

無回答

15％以上 4 1 1 2 1 1 1 2 0

10％～15％未満 1 1 1 2 1 1 2 0 0

８％～10％未満 1 0 5 1 1 0 0 0 0

６％～８％未満 0 1 1 1 1 1 0 0 0

４％～６％未満 4 0 2 1 2 1 0 0 0

２％～４％未満 1 2 1 11 4 3 4 1 1

２％未満 4 2 3 11 5 4 5 4 1

マイナス 4 1 2 4 6 5 6 8 0

無回答 0 0 0 0 1 0 1 0 3

計 19 8 16 33 22 16 19 15 5

45 ：Ａグループ 35 ：Ｂグループ 33 ：Ｃグループ 33 ：Ｄグループ

表2 環境ビジネスの主力分野

A  B  C  D 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

環 境 調 和 型 製 品 製 造 11 24.4 8 22.9 11 33.3 5 15.2 35 24.0

環 境 関 連 装 置 製 造 6 13.3 10 28.6 10 30.3 5 15.2 31 21.2

リ サ イ ク ル 28 62.2 17 48.6 12 36.4 23 69.7 80 54.8

計 45 100.0 35 100.0 33 100.0 33 100.0 146 100.0



４）従業員数と業績

総従業員数では，業績に関係なく各グループとも

「20人未満」及び「20人～50人未満」が占める割合

が高くなっているが，Ａグループで「100人～500人

未満」とする企業が８社（17.8％）と他のグループ

と比較して高く，特徴がみられる（表６）。

５）設立年数と業績

設立年数は，各グループともばらついており，業

績との関係に際だった特徴はみられなかった（表
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表3 業 種

A  B  C  D 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

農 林 水 産 2 4.4 1 3.0 3 2.1

建 設 7 15.6 4 11.4 10 30.3 9 27.3 30 20.5

製 造 17 37.8 11 31.4 10 30.3 9 27.3 47 32.2

運 輸 1 2.9 2 6.1 1 3.0 4 2.7

廃 棄 物 処 理 13 28.9 11 31.4 7 21.2 8 24.2 39 26.7

サ ー ビ ス 4 8.9 5 14.3 4 12.1 13 8.9

そ の 他 2 4.4 3 8.6 5 15.2 10 6.8

計 45 100.0 35 100.0 33 100.0 33 100.0 146 100.0

表4 資本金

A  B  C  D 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

300 万 円 未 満 3 6.7 1 2.9 3 9.1 7 4.8

300 ～ 1000 万 円 未 満 5 11.1 2 5.7 4 12.1 1 3.0 12 8.2

1000 ～ 5000 万 円 未 満 25 55.6 19 54.3 23 69.7 24 72.7 91 62.3

5000 ～ １ 億 円 未 満 8 17.8 10 28.6 3 9.1 1 3.0 22 15.1

１ 億 ～ 10 億 円 未 満 4 8.9 2 5.7 2 6.1 3 9.1 11 7.5

10 億 円 以 上 1 3.0 1 3.0 2 1.4

無 回 答 1 2.9 1 0.7

計 45 100.0 35 100.0 33 100.0 33 100.0 146 100.0

表5 売上高

A  B  C  D 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

5000 万 円 未 満 4 8.9 5 14.3 5 15.2 2 6.1 16 11.0

5000 万 ～ １ 億 円 未 満 5 11.1 1 2.9 2 6.1 2 6.1 10 6.8

１ 億 ～ ３ 億 円 未 満 5 11.1 4 11.4 8 24.2 5 15.2 22 15.1

３ 億 ～ ５ 億 円 未 満 8 17.8 6 17.1 2 6.1 5 15.2 21 14.4

５ 億 ～ 10 億 円 未 満 6 13.3 6 17.1 6 18.2 2 6.1 20 13.7

10 億 ～ 50 億 円 未 満 11 24.4 7 20.0 4 12.1 7 21.2 29 19.9

50 億 ～ 100 億 円 未 満 1 2.2 1 2.9 1 3.0 3 2.1

100 億 円 以 上 3 6.7 2 6.1 4 12.1 9 6.2

無 回 答 2 4.4 5 14.3 4 12.1 5 15.2 16 11.0

計 45 100.0 35 100.0 33 100.0 33 100.0 146 100.0

表6 総従業員数（臨時パート等含む)

A  B  C  D 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

20 人 未 満 18 40.0 7 20.0 19 57.6 13 39.4 57 39.0

20 ～ 50 人 未 満 13 28.9 18 51.4 8 24.2 8 24.2 47 32.2

50 ～ 100 人 未 満 4 8.9 9 25.7 3 9.1 7 21.2 23 15.8

100 ～ 500 人 未 満 8 17.8 1 2.9 2 6.1 2 6.1 13 8.9

500 人 以 上 1 3.0 2 6.1 3 2.1

無 回 答 2 4.4 1 3.0 3 2.1

計 45 100.0 35 100.0 33 100.0 33 100.0 146 100.0
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７）。

⑵ 生産資源と業績

１）環境ビジネス分野で活用している地域資源

環境ビジネス分野で活用している地域資源と業績

の関係では，各グループとも「廃棄物」を回答した

企業が最も多く，次に多く活用されている地域資源

はＡグループ及びＢグループでは「自社及び連携先

の技術や技法」，Ｃグループ及びＤグループでは「製

造上の副産物」であった（表８）。環境ビジネスとし

て一定の業績を確保するためには，製品の原材料と

して地域資源を活用するだけではなく，生産技術や

技法の活用の重要性が窺える。

２）地域資源の発掘及び再発見の観点

地域資源の発掘及び再発見の観点は，Ｂグループ，

Ｃグループ及びＤグループでは「自社による顧客

ニーズの把握」と「自社技術の向上」とする企業が

多く，またほぼ同数であったが，業績が最も良かっ

たＡグループでは「自社による顧客ニーズの把握」

とする企業のほうが多かった（表９）。通常のビジネ

ス同様，環境ビジネスにおいても技術面ばかりでな

表7 設立年数

A  B  C  D 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

５ 年 未 満 1 2.2 1 3.0 2 6.1 4 2.7

５ 年 ～ 10 年 未 満 6 13.3 5 14.3 5 15.2 3 9.1 19 13.0

10 年 ～ 20 年 未 満 8 17.8 7 20.0 4 12.1 6 18.2 25 17.1

20 年 ～ 30 年 未 満 9 20.0 6 17.1 7 21.2 3 9.1 25 17.1

30 年 ～ 40 年 未 満 8 17.8 6 17.1 6 18.2 7 21.2 27 18.5

40 年 ～ 50 年 未 満 6 13.3 2 5.7 3 9.1 6 18.2 17 11.6

50 年 以 上 7 15.6 9 25.7 7 21.2 6 18.2 29 19.9

計 45 100.0 35 100.0 33 100.0 33 100.0 146 100.0

表8 地域資源の活用

A  B  C  D 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

天 然 素 材（農 林 水 産 系) 9 20.0 5 14.3 3 9.1 1 3.0 18 12.3

天 然 素 材（鉱 物 系) 6 13.3 4 11.4 2 6.1 4 12.1 16 11.0

副 産 物（農 林 水 産 系) 7 15.6 5 14.3 4 12.1 2 6.1 18 12.3

副 産 物（鉱 物 系) 3 6.7 0 0.0 1 3.0 1 3.0 5 3.4

製 造 工 程 上 の 副 産 物 7 15.6 8 22.9 8 24.2 9 27.3 32 21.9

廃 棄 物 26 57.8 15 42.9 18 54.5 22 66.7 81 55.5

技術や技法（自社及び連携相手) 11 24.4 9 25.7 6 18.2 5 15.2 31 21.2

そ の 他 2 4.4 2 5.7 5 15.2 1 3.0 10 6.8

特 に 活 用 し て い な い 3 6.7 5 14.3 2 6.1 4 12.1 14 9.6

計 45 100.0 35 100.0 33 100.0 33 100.0 146 100.0

注）最も活用しているものと次に活用しているもの２つの合計

表9 地域資源の発掘及び再発見方法

A  B  C  D 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

先 代 か ら 継 承 4 8.9 1 2.9 5 15.2 2 6.1 12 8.2

自社による顧客ニーズの把握 25 55.6 14 40.0 11 33.3 12 36.4 62 42.5

取 引 先 か ら の ア ド バ イ ス 9 20.0 4 11.4 8 24.2 4 12.1 25 17.1

自 社 技 術 の 向 上 13 28.9 13 37.1 12 36.4 11 33.3 49 33.6

他 社 事 例 の 活 用 8 17.8 5 14.3 4 12.1 7 21.2 24 16.4

地 域 経 済 の 活 性 化 7 15.6 7 20.0 4 12.1 6 18.2 24 16.4

資 源 の 特 産 的 位 置 づ け 6 13.3 7 20.0 8 24.2 5 15.2 26 17.8

そ の 他 3 6.7 4 11.4 3 9.1 4 12.1 14 9.6

計 45 100.0 35 100.0 33 100.0 33 100.0 146 100.0

注）最も重視したものと次に重視したもの２つの合計
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くマーケティング面の重要性が示された。

３）地域資源の活用による生産面の改善

地域資源の活用をどのような生産面の改善に生か

しているかについては，各グループとも「原材料と

して製品差別化に活用」，「原材料の安定的確保に活

用」，「新製品開発に活用」を挙げる企業が多い中で，

Ａグループではその他に「研究開発に活用」，「製造・

加工技術の向上」も多く挙げる企業が多かった。環

境ビジネス分野で活用している地域資源と業績の関

係同様，環境ビジネスとして一定の業績を確保する

ためには，製品の原材料として地域資源を活用する

だけではなく，研究開発や生産技術の活用などの重

要性が示された（表10）。

４）地域資源の活用による経営活動の改善

地域資源の活用を生産面の改善を除くどのような

経営活動に生かしているかについては，業績に関係

なく各グループで「販路開拓活動」を挙げる企業数

が最も多いほか，その次にあげる項目がグループ間

でかなりばらついており，業績との関係は特に認め

られなかった（表11）。

５）環境配慮型製品，装置，サービスの研究開発

期間

環境配慮型製品，装置，サービスを製品化・商品

化するまでの期間については，各グループとも「２

年以上」と回答する企業の割合が最も多かったが，

Ａグループでは他グループと比較して「１年以上

～２年未満」も多い回答を得た（表12）。製品化・商

品化までの期間が短いことが業績にとって重要であ

ることを示している。

６）環境配慮型製品，装置，サービスの販売開始

からの経過期間

環境配慮型製品，装置，サービスの販売開始から

の経過期間については，Ａグループ及びＢグループ

で「５年以上」，続いて「３年以上～５年未満」，Ｃ

グループで「わからない」，Ｄグループで「５年以上」

が多かった。業績が良かったＡグループ及びＢグ

ループでは，販売開始からの経過期間が短い傾向が

みられた（表13）。

表10 地域資源の活用による生産面の改善

A  B  C  D 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

原材料として製品差別化に活用 15 33.3 9 25.7 13 39.4 10 30.3 47 32.2

原 材 料 の 安 定 的 確 保 に 活 用 18 40.0 9 25.7 11 33.3 10 30.3 48 32.9

新 製 品 開 発 に 活 用 8 17.8 9 25.7 7 21.2 8 24.2 32 21.9

既 存 製 品 の 改 良 に 活 用 3 6.7 7 20.0 5 15.2 6 18.2 21 14.4

製 品 イ メ ー ジ の 向 上 に 活 用 2 4.4 4 11.4 3 9.1 3 9.1 12 8.2

研 究 開 発 に 活 用 11 24.4 6 17.1 6 18.2 4 12.1 27 18.5

製 造 設 備 の 強 化 4 8.9 2 5.7 1 3.0 7 4.8

製 造 ・ 加 工 技 術 の 向 上 10 22.2 3 8.6 5 15.2 6 18.2 24 16.4

そ の 他 3 8.6 1 3.0 1 3.0 5 3.4

計 45 100.0 35 100.0 33 100.0 33 100.0 146 100.0

注）最も重視するものと次に重視するもの２つの合計

表11 地域資源の活用による経営活動の改善

A  B  C  D 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

市 場 調 査 ・ 情 報 収 集 活 動 15 33.3 8 22.9 5 15.2 15 45.5 43 29.5

展 示 会 ・ 見 本 市 へ の 出 展 2 4.4 8 22.9 8 24.2 5 15.2 23 15.8

取 引 先（顧 客）の 選 定 13 28.9 7 20.0 10 30.3 5 15.2 35 24.0

商 品 デ ザ イ ン の 工 夫 5 11.1 2 5.7 1 3.0 1 3.0 9 6.2

販 路 開 拓 活 動 22 48.9 15 42.9 15 45.5 17 51.5 69 47.3

広 告 宣 伝 活 動 8 17.8 7 20.0 5 15.2 2 6.1 22 15.1

ブ ラ ン ド 管 理 4 8.9 4 11.4 4 12.1 2 6.1 14 9.6

そ の 他 1 2.2 3 8.6 1 3.0 1 3.0 6 4.1

計 45 100.0 35 100.0 33 100.0 33 100.0 146 100.0

注）最も重視するものと次に重視するもの２つの合計
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７）環境配慮型製品，装置，サービスの製品差別

化のポイント

環境配慮型製品，装置，サービスの製品差別化の

ポイントについては，Ａグループ及びＢグループで

「エコマーク等の環境ラベル」と「有害化学物質規制」

が，Ｃグループで「グリーン購入」と「ライフサイ

クルアセスメント」が，Ｄグループで「有害化学物

質規制」がそれぞれ多かった。「有害化学物質規制」

や「ライフサイクルアセスメント」などの製品自体

の環境配慮ばかりではなく，その製品の環境配慮を

消費者にアッピールすることができる「エコマーク

等の環境ラベル」を活用することによって業績が確

保されていることが分かる（表14）。

⑶ 人的資源ネットワークと業績

１）環境ビジネス分野の業務で連携を行う地域

環境ビジネス分野の業務で連携を行っている地域

については，Ａグループ及びＢグループでは「地域

内で連携」が多く，Ｃグループでは「地域内で連携」

に加えて「地域外で連携」の割合も高く，Ｄグルー

プでは「地域内で連携」と「地域外で連携」に加え

て「連携していない」の割合も高くなっている（表

15）。業績が良かったＡグループ及びＢグループの企

業では，環境ビジネス分野の業務を営業範囲内の他

企業，研究機関，公設研究機関，大学などとの連携

で進めている傾向が示されている。

２）連携相手と取り組んでいる内容

連携相手と取り組んでいる内容については，どの

グループとも「研究開発」と「販路開拓」の割合が

多くなっており，業績との関係は特に認められな

かった。多くの企業が，環境ビジネス分野での製品

の開発や販路の確保に重点を置いている姿が窺える

（表16）。

表12 研究開発期間

A  B  C  D 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

６ ヶ 月 未 満 1 2.2 1 2.9 1 3.0 3 2.1

６ ヶ 月 以 上 ～ １ 年 未 満 4 8.9 4 11.4 4 12.1 2 6.1 14 9.6

１ 年 以 上 ～ ２ 年 未 満 10 22.2 3 8.6 5 15.2 9 27.3 27 18.5

２ 年 以 上 15 33.3 19 54.3 16 48.5 15 45.5 65 44.5

わ か ら な い 10 22.2 5 14.3 5 15.2 4 12.1 24 16.4

計 45 100.0 35 100.0 33 100.0 33 100.0 146 100.0

表13 販売期間

A  B  C  D 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

１ 年 未 満 1 2.2 4 11.4 2 6.1 1 3.0 8 5.5

１ 年 以 上 ～ ２ 年 未 満 8 17.8 3 8.6 4 12.1 15 10.3

２ 年 以 上 ～ ３ 年 未 満 3 6.7 2 5.7 4 12.1 4 12.1 13 8.9

３ 年 以 上 ～ ５ 年 未 満 9 20.0 7 20.0 6 18.2 5 15.2 27 18.5

５ 年 以 上 10 22.2 9 25.7 5 15.2 15 45.5 39 26.7

わ か ら な い 7 15.6 6 17.1 9 27.3 5 15.2 27 18.5

計 45 100.0 35 100.0 33 100.0 33 100.0 146 100.0

表14 環境配慮のポイント

A  B  C  D 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

グ リ ー ン 購 入 7 15.6 7 20.0 11 33.3 6 18.2 31 21.2

エ コ デ ザ イ ン 7 15.6 3 8.6 8 24.2 5 15.2 23 15.8

有 害 化 学 物 質 規 制 9 20.0 8 22.9 9 27.3 10 30.3 36 24.7

ライフサイクルアセスメント（LCA) 7 15.6 5 14.3 10 30.3 8 24.2 30 20.5

環 境 ラ ベ ル（エ コ マ ー ク 等) 9 20.0 11 31.4 9 27.3 6 18.2 35 24.0

そ の 他 4 8.9 7 20.0 3 9.1 8 24.2 22 15.1

計 45 100.0 35 100.0 33 100.0 33 100.0 146 100.0

注）最も重視するものと次に重視するもの２つの合計
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３）連携のキッカケ

連携のキッカケについては，各グループとも「責

任者同士の業務上の面識」と「外部の組織からの仲

介」とする企業が多い中で，ＡグループとＢグルー

プで「特にキッカケがない」の割合も多くなってい

る。業績が良かったＡグループとＢグループは，地

域内での連携が多い（表15）ことと関連して，営業

範囲内での日常の繫がりをうまく利用して環境ビジ

ネスを行っているようだ（表17）。

４）道内研究機関・公設試験場・大学との連携内

容

道内研究機関・公設試験場・大学との連携につい

ては，まず全体的に「特に取り組んでいない」とす

る企業が最も多く，その傾向はＡグループで顕著に

表れている。連携相手としては，道内研究機関・公

設試験場・大学よりも企業間で行っているほうが業

績に結び付いているようである。道内研究機関・公

設試験場・大学と連携において，最も重視している

内容としては，どのグループとも「製品開発上の相

談・技術指導・共同研究」である（表18）。

５）道内研究機関・公設試験場との連携に期待す

ること

道内研究機関・公設試験場との連携に今後期待す

ることとしては，どのグループも「気軽に相談に応

じて欲しい」と「積極的に情報提供して欲しい」と

する企業が多く，業績との関係は特にみられなかっ

た。個別専門技術情報や施策情報などよりも，窓口

対応の改善を望んでいる（表19）。

６）道内大学との連携に期待すること

道内研究機関・公設試験場との連携に今後期待す

ることと同様，道内大学との連携に期待することに

表15 連携対象地域

A  B  C  D 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

地 域 内 で 連 携 25 55.6 20 57.1 20 60.6 11 33.3 76 52.1

地 域 外 で 連 携 9 20.0 7 20.0 10 30.3 10 30.3 36 24.7

連 携 し て い な い 8 17.8 8 22.9 2 6.1 11 33.3 29 19.9

計 45 100.0 35 100.0 33 100.0 33 100.0 146 100.0

表16 連携内容

A  B  C  D 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

ニ ー ズ の 把 握 10 22.2 7 20.0 6 18.2 8 24.2 31 21.2

商 品 の 企 画 5 11.1 5 14.3 8 24.2 3 9.1 21 14.4

研 究 開 発 17 37.8 14 40.0 20 60.6 9 27.3 60 41.1

販 路 開 拓 15 33.3 13 37.1 10 30.3 14 42.4 52 35.6

ブ ラ ン ド 管 理 2 4.4 4 11.4 1 3.0 2 6.1 9 6.2

そ の 他 2 4.4 1 3.0 3 9.1 6 4.1

特 に 取 り 組 ん で い な い 9 20.0 9 25.7 7 21.2 7 21.2 32 21.9

計 45 100.0 35 100.0 33 100.0 33 100.0 146 100.0

注）最も重視するものと次に重視するもの２つの合計

表17 連携のキッカケ

A  B  C  D 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

責 任 者 同 士 の 業 務 上 の 面 識 14 31.1 12 34.3 13 39.4 11 33.3 50 34.2

外 部 の 組 織 か ら の 仲 介 12 26.7 9 25.7 12 36.4 11 33.3 44 30.1

各 種 商 談 会 や 交 流 会 3 6.7 7 20.0 10 30.3 4 12.1 24 16.4

地縁・血縁・出身校などの繫がり 1 2.2 1 2.9 1 3.0 0 0.0 3 2.1

評判を聞いて自社が直接アプローチ 6 13.3 6 17.1 9 27.3 9 27.3 30 20.5

他 社 か ら の 直 接 の 申 し 込 み 7 15.6 1 2.9 3 9.1 3 9.1 14 9.6

そ の 他 1 2.2 2 5.7 3 2.1

特 に キ ッ カ ケ が な い 10 22.2 10 28.6 4 12.1 7 21.2 31 21.2

計 45 100.0 35 100.0 33 100.0 33 100.0 146 100.0

注）最も重視するものと次に重視するもの２つの合計
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ついても，「気軽に相談に応じて欲しい」と「積極的

に情報提供して欲しい」とする企業が多いが，大学

の専門性に期待してか，道内研究機関・公設試験場

の場合とは異なり「技術情報をより多く持っていて

欲しい」とする企業の割合が高くなっている（表

20）。

⑷ 制度資源と業績

１）環境ビジネス分野で受けたことがある補助金

環境ビジネス分野で受けたことがある補助金につ

いては，まずどのグループも「受けたことがない」

とする企業が最も多く，特にＡグループとＤグルー

プでは半数以上となっている。受けた補助金では，

どのグループも「北海道の補助金」と「国の補助金」

表18 道内研究機関・公設試験場・大学との連携内容

A  B  C  D 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

素材開発上の技術指導・共同研究 3 6.7 3 8.6 4 12.1 6 18.2 16 11.0

製品開発上の相談・技術指導・共同研究 14 31.1 14 40.0 14 42.4 8 24.2 50 34.2

量産化に関する相談・技術指導・共同研究 1 3.0 1 3.0 2 1.4

社 員 派 遣

そ の 他 2 5.7 3 9.1 5 3.4

特 に 取 り 組 ん で い な い 23 51.1 14 40.0 13 39.4 11 33.3 61 41.8

計 45 100.0 35 100.0 33 100.0 33 100.0 146 100.0

表19 道内研究機関・公設試験場との連携に期待すること

A  B  C  D 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

気 軽 に 相 談 に 応 じ て 欲 し い 16 35.6 8 22.9 11 33.3 7 21.2 42 28.8

積極的に情報提供して欲しい 12 26.7 7 20.0 9 27.3 9 27.3 37 25.3

商品化も相談できるようにして欲しい 6 13.3 3 8.6 6 18.2 6 18.2 21 14.4

自社の業種分野も扱って欲しい 5 11.1 4 11.4 3 9.1 1 3.0 13 8.9

技術情報をより多く持っていて欲しい 8 17.8 6 17.1 6 18.2 4 12.1 24 16.4

補助金などの施策情報を教えて欲しい 6 13.3 4 11.4 4 12.1 5 15.2 19 13.0

試験等の結果を早く出して欲しい 3 6.7 4 11.4 4 12.1 5 15.2 16 11.0

自社のニーズにあった設備を導入して欲しい 3 6.7 2 5.7 5 15.2 3 9.1 13 8.9

技 術 レ ベ ル を 高 め て 欲 し い 3 6.7 1 2.9 3 9.1 1 3.0 8 5.5

機器を自社研究員に使わせて欲しい 2 4.4 2 6.1 1 3.0 5 3.4

研究会等を頻繁に開いて欲しい 1 2.9 1 3.0 2 1.4

そ の 他 3 9.1 3 2.1

計 45 100.0 35 100.0 33 100.0 33 100.0 146 100.0

注）最も重視するものと次に重視するもの２つの合計

表20 道内大学との連携に期待すること

A  B  C  D 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

気 軽 に 相 談 に 応 じ て 欲 し い 12 26.7 9 25.7 11 33.3 6 18.2 38 26.0

積極的に情報提供して欲しい 12 26.7 9 25.7 15 45.5 11 33.3 47 32.2

商品化も相談できるようにして欲しい 4 8.9 1 2.9 1 3.0 2 6.1 8 5.5

自社の業種分野も扱って欲しい 4 8.9 1 2.9 3 9.1 2 6.1 10 6.8

技術情報をより多く持っていて欲しい 12 26.7 5 14.3 8 24.2 6 18.2 31 21.2

補助金などの施策情報を教えて欲しい 1 2.2 2 5.7 2 6.1 1 3.0 6 4.1

試験等の結果を早く出して欲しい 1 2.2 2 5.7 1 3.0 2 6.1 6 4.1

自社のニーズにあった設備を導入して欲しい 2 4.4 1 3.0 3 2.1

技 術 レ ベ ル を 高 め て 欲 し い 5 11.1 5 14.3 3 9.1 6 18.2 19 13.0

機器を自社研究員に使わせて欲しい 1 2.2 0 0.0 2 6.1 3 2.1

研究会等を頻繁に開いて欲しい 2 4.4 3 8.6 3 9.1 1 3.0 9 6.2

そ の 他 3 9.1 3 2.1

計 45 100.0 35 100.0 33 100.0 33 100.0 146 100.0

注）最も重視するものと次に重視するもの２つの合計
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が多く，業績との関係は特にみられない（表21）。

２）活用したことがある融資制度

環境ビジネス分野の事業化にあたり活用したこと

のある融資制度については，補助金同様どのグルー

プも「活用したことがない」とする企業が約６割と

最も多いが，業績との関係は特にみられない。活用

した融資制度では，ＡグループとＢグループで「北

海道の融資制度」が比較的多くなっている（表22）。

３）融資を受ける際の障害

融資を受ける際に生じた障害については，どのグ

ループとも「特に障害なし」とする企業が最も多く，

業績との関係は特にみられない。生じた障害の内容

では，各グループともかなりばらついており，業績

との関係ではなく，各企業の経営内容，社内事情な

どによるものと推察される（表23）。

⑸ 経営上の諸問題と業績

１）売上に対する研究開発費

売上に対する研究開発費投資については，どのグ

ループも「１％未満」が最も多く，次いで「０％」

が続いている。また，「０％」を除く研究開発費投資

を行っている企業数を見ても，どのグループとも約

表21 受けたことがある補助金

A  B  C  D 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

国 の 補 助 金 9 20.0 10 28.6 12 36.4 7 21.2 38 26.0

北 海 道 の 補 助 金 13 28.9 11 31.4 10 30.3 6 18.2 40 27.4

市 町 村 の 補 助 金 4 8.9 5 14.3 6 18.2 2 6.1 17 11.6

各 種 財 団 基 金 の 補 助 金 3 6.7 8 22.9 6 18.2 5 15.2 22 15.1

そ の 他

受 け た こ と が な い 26 57.8 15 42.9 14 42.4 18 54.5 73 50.0

計 45 100.0 35 100.0 33 100.0 33 100.0 146 100.0

注）複数回答

表22 活用したことがある融資制度

A  B  C  D 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

国 の 融 資 制 度 4 8.9 4 11.4 6 18.2 5 15.2 19 13.0

北 海 道 の 融 資 制 度 7 15.6 7 20.0 6 18.2 6 18.2 26 17.8

市 町 村 の 融 資 制 度 4 8.9 4 11.4 2 6.1 4 12.1 14 9.6

商工会議所・商工会の融資制度 2 4.4 1 3.0 2 6.1 5 3.4

そ の 他 2 4.4 2 5.7 2 6.1 6 4.1

活 用 し た こ と が な い 27 60.0 20 57.1 20 60.6 22 66.7 89 61.0

計 45 100.0 35 100.0 33 100.0 33 100.0 146 100.0

注）複数回答

表23 融資を受ける際の障害

A  B  C  D 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

物 的 担 保 不 足 4 8.9 6 17.1 2 6.1 3 9.1 15 10.3

既 存 借 入 金 残 高 が 大 き い 6 13.3 5 14.3 4 12.1 3 9.1 18 12.3

保 証 人 不 足 2 4.4 1 2.9 1 3.0 3 9.1 7 4.8

信 用 力 不 足 4 8.9 5 14.3 2 6.1 1 3.0 12 8.2

研究開発投資の理解が得られない 3 6.7 1 3.0 4 12.1 8 5.5

土 地 本 位 の 評 価 1 2.2 1 2.9 1 3.0 3 2.1

業 績 不 足 1 2.9 4 12.1 4 12.1 9 6.2

保証協会の保証が受けられない 1 3.0 1 0.7

技術・商品アイデアを評価してくれない 4 8.9 2 6.1 3 9.1 9 6.2

事業の将来の収益性が評価されない 5 11.1 1 2.9 1 3.0 2 6.1 9 6.2

そ の 他 2 4.4 2 1.4

特 に 障 害 な し 22 48.9 15 42.9 16 48.5 12 36.4 65 44.5

計 45 100.0 35 100.0 33 100.0 33 100.0 146 100.0

注）最も大きな障害と次に大きな障害２つの合計
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75％と同様であり，業績との関係は特にみられない

（表24）。

２）経営管理に利用しているツール

経営管理に利用しているツールについては，Ａグ

ループとＢグループで「能力開発等の目標管理」，

「HACCP・ISO9001等の品質管理」，「労働安全衛生

管理」，「賃金・業績等の業績評価管理」，「ISO14001

等の環境経営管理」の幅広い分野で利用しているの

に対し，ＣグループとＤグループでは「能力開発等

の目標管理」と「賃金・業績等の業績評価管理」の

みに企業数が集中する傾向を示し，業績の良いグ

ループほど各業務部門での経営改善を熱心に実施し

ている姿が窺える（表25）。ＡグループとＢグループ

を比較してもその傾向が強い。

３）競合他社と比較した自社の強み

競合他社と比較した自社の強みでは，Ａグループ

は「販売・サービス」，「技術開発」，「設備」，「組織・

人材」，「取引先」など広い分野で強みを感じている

が，その他のＢグループ，Ｃグループ，Ｄグループ

では「製品開発」と「技術開発」の研究開発面及び

「組織・人材」面に強みを感じている企業が多い。研

究開発面ばかりではなく，販売面，組織・人材面な

ど，経営システムの各要素での強みが一定の業績を

確保しているようである（表26）。

表24 研究開発費の比率

A  B  C  D 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

０ ％ 11 24.4 8 22.9 6 18.2 7 21.2 32 21.9

１ ％ 未 満 14 31.1 10 28.6 13 39.4 12 36.4 49 33.6

１ ％ 以 上 ～ ２ ％ 未 満 7 15.6 5 14.3 2 6.1 6 18.2 20 13.7

２ ％ 以 上 ～ ４ ％ 未 満 5 11.1 3 8.6 2 6.1 2 6.1 12 8.2

４ ％ 以 上 ～ ６ ％ 未 満 2 4.4 3 8.6 4 12.1 1 3.0 10 6.8

６ ％ 以 上 ～ ８ ％ 未 満 1 2.2 2 5.7 1 3.0 4 2.7

８ ％ 以 上 ～ 10 ％ 未 満 1 2.2 2 5.7 2 6.1 5 3.4

10 ％ 以 上 4 8.9 2 5.7 3 9.1 2 6.1 11 7.5

計 45 100.0 35 100.0 33 100.0 33 100.0 146 100.0

表25 経営管理のツール

A  B  C  D 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

目 標 管 理（能 力 開 発 等) 19 42.2 14 40.0 18 54.5 18 54.5 69 47.3

品質管理（HACCP・ISO9001等) 12 26.7 10 28.6 8 24.2 12 36.4 42 28.8

労働安全衛生管理（OHSMS等) 11 24.4 7 20.0 4 12.1 3 9.1 25 17.1

業績評価管理（賃金・業績等) 17 37.8 11 31.4 18 54.5 13 39.4 59 40.4

環 境 経 営 管 理（ISO 14001等) 10 22.2 9 25.7 5 15.2 6 18.2 30 20.5

そ の 他 4 8.9 1 2.9 1 3.0 5 15.2 11 7.5

計 45 100.0 35 100.0 33 100.0 33 100.0 146 100.0

注）複数回答

表26 自社の強み

A  B  C  D 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

販 売 ・ サ ー ビ ス 16 35.6 7 20.0 1 3.0 6 18.2 30 20.5

製 品 企 画 9 20.0 12 34.3 11 33.3 7 21.2 39 26.7

技 術 開 発 11 24.4 12 34.3 13 39.4 8 24.2 44 30.1

設 備 11 24.4 5 14.3 3 9.1 3 9.1 22 15.1

価 格 2 5.7 1 3.0 4 12.1 7 4.8

組 織 ・ 人 材 11 24.4 5 14.3 12 36.4 10 30.3 38 26.0

財 務 体 質 5 11.1 5 14.3 2 6.1 6 18.2 18 12.3

取 引 先 10 22.2 5 14.3 3 9.1 5 15.2 23 15.8

そ の 他 1 2.2 2 6.1 1 3.0 4 2.7

特 に 強 み は な い 5 11.1 7 20.0 6 18.2 6 18.2 24 16.4

計 45 100.0 35 100.0 33 100.0 33 100.0 146 100.0

注）最大の強みと次の強み２つの合計
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４）経営上の課題

現在の経営上の課題については，Ｂグループ，Ｃ

グループ，Ｄグループで「需要の低迷」が最も多く，

その他「価格の低下」，「資金の不足」，「諸経費の上

昇」などが続いている。それと比較してＡグループ

では，「諸経費の上昇」が最も多く，続いて「同業者

の参入」，「需要の低迷」など同様の課題が挙げられ

ているが，他のグループと比較して「マーケティン

グ力の不足」を挙げる企業の割合が高く，他のグルー

プにはないマーケティングに関する意識の違いが窺

える（表27）。

５）行政や公的機関に対する要望

行政や公的機関に対する要望については，Ｂグ

ループで「民間金融機関からの融資の債務保証」，Ｃ

グループで「規制緩和の促進」を挙げる企業が若干

多かったほかは，どのグループも「税制面の優遇措

置」と「低利融資」を挙げる傾向が強く，業績との

関係は認められなかった（表28）。

４．ま と め

クロス集計は，前述したように，売上高伸び率と

経常利益率でＡグループ（45社），Ｂグループ（35

社），Ｃグループ（33社），Ｄグループ（33社）と４

つに大別したが，Ａグループが全体の３割程度，Ｂ・

Ｃ・Ｄグループは全体の各２割強となっている。

これらの分類の中からいくつかの興味ある結果が

得ることができた。個々の内容は各項目で分析され

ているが，それらの中で，際だった特性を指摘する

こととする。

第１は環境ビジネスの主力分野・業種と業績の関

係である。主力分野では，環境調和型製品製造とリ

表27 経営上の課題

A  B  C  D 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

需 要 の 低 迷 10 22.2 12 34.3 17 51.5 15 45.5 54 37.0

価 格 の 低 下 6 13.3 10 28.6 7 21.2 11 33.3 34 23.3

同 業 者 の 参 入 11 24.4 3 8.6 3 9.1 9 27.3 26 17.8

組 織 的 経 営 の 未 確 立 5 11.1 1 2.9 5 15.2 1 3.0 12 8.2

従 業 員 の 力 量 不 足 2 4.4 1 2.9 1 3.0 4 2.7

従 業 員 の 質 的 不 足 6 13.3 3 8.6 2 6.1 2 6.1 13 8.9

マ ー ケ テ ィ ン グ 力 の 不 足 10 22.2 3 8.6 3 9.1 3 9.1 19 13.0

商 品 ・ 企 画 力 の 不 足 6 13.3 1 2.9 1 3.0 1 3.0 9 6.2

研 究 開 発 力 の 不 足 2 4.4 2 5.7 2 6.1 1 3.0 7 4.8

資 金 の 不 足 3 6.7 9 25.7 11 33.3 6 18.2 29 19.9

設 備 の 不 足 4 8.9 4 11.4 4 12.1 2 6.1 14 9.6

人 件 費 の 上 昇 2 5.7 5 15.2 1 3.0 8 5.5

諸 経 費 の 上 昇 14 31.1 10 28.6 5 15.2 8 24.2 37 25.3

情 報 化 の 立 ち 遅 れ 4 8.9 1 2.9 5 3.4

そ の 他 1 2.2 2 5.7 1 3.0 4 2.7

計 45 100.0 35 100.0 33 100.0 33 100.0 146 100.0

注）最も重要な課題と次に重要な課題２つの合計

表28 行政や公的機関に対する要望

A  B  C  D 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

民間金融機関からの融資の債務保証 6 13.3 10 28.6 6 18.2 5 15.2 27 18.5

低 利 融 資 12 26.7 11 31.4 9 27.3 9 27.3 41 28.1

人材確保・育成に対する支援 7 15.6 3 8.6 2 6.1 3 9.1 15 10.3

技術情報・ノウハウの提供・相談 7 15.6 5 14.3 7 21.2 5 15.2 24 16.4

市 場 情 報 の 提 供 ・ 相 談 8 17.8 4 11.4 5 15.2 4 12.1 21 14.4

各 種 交 流 会 の 開 催 1 2.2 2 5.7 0 0.0 2 6.1 5 3.4

税 制 面 の 優 遇 措 置 17 37.8 13 37.1 10 30.3 7 21.2 47 32.2

規 制 緩 和 の 促 進 7 15.6 4 11.4 8 24.2 4 12.1 23 15.8

経 営 相 談 窓 口 の 開 設 ・ 強 化 1 2.2 2 6.1 3 2.1

そ の 他 3 6.7 2 5.7 2 6.1 2 6.1 9 6.2

特 に 要 望 な し 7 15.6 7 20.0 4 12.1 9 27.3 27 18.5

計 45 100.0 35 100.0 33 100.0 33 100.0 146 100.0

注）最も重視するものと次に重視するもの２つの合計
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サイクルの３割強がＡグループに入っているが，環

境関連装置はＡグループが16.7％と少ない割合と

なっている。また，業種では製造業と廃棄物処理業

にＡグループが他業種より多い割合になっている。

これらから，製造業は環境調和型製品製造を，廃棄

物処理業がリサイクルを手がけており，なおかつ好

業績を上げている企業が多いと推測される。

第２は生産資源と業績の関係である。「地域資源の

活用」では，いずれのグループも「廃棄物」をあげ

ているが，次に「技術や技法（自社及び連携先）」と

なっており，ソフト面の大切さを感じる。

「地域資源の発掘及び再発見方法」では全体的に

「自社による顧客ニーズの把握」と「自社技術の向上」

に対して高い回答を得ている。特に，Ａグループが

「自社技術の向上」より「自社による顧客ニーズの把

握」の方が極めて高い回答率となっている。Ａグルー

プが顧客ニーズを大切にしているところが多いこと

がわかる。

「地域資源の活用による生産面の改善」では，Ａグ

ループが「原材料の安定確保に活用」が他のグルー

プより，高い回答を得ている。また，Ａグループは

地域資源を研究開発に積極的に活用していることも

窺われ，その研究開発期間は短い傾向にある。

第３は人的資源ネットワークと業績の関係であ

る。全体的にほとんどの企業が連携を取っている。

「連携のキッカケ」でＡグループの特徴は「他社から

の直接の申し込み」が他グループより高くなってい

る。「道内研究機関・公設試験場・大学との連携」で，

Ａグループは「特に取っていない」が50％を超えて

おり，他のグループより極めて高い回答となってい

る。業績のよい企業は，他社の方から連携の申し込

みがあり，研究も大学や公設研究機関を宛にせずに

自前あるいは民間企業との連携を取っているところ

が比較的多いものと推察される。

「道内大学との連携に期待すること」は，各グルー

プに差異が認められないが「気軽に相談に応じて欲

しい」や「積極的に情報を提供して欲しい」が高い

回答になっている。

第４は制度資源と業績の関係である。Ａグループ

の半数以上の企業が補助金を利用しておらず，また

制度融資を６割の企業が活用していない。自前の資

金を活用して，環境ビジネスに取り組んでいるとこ

ろが多いと推測される。
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